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1934--36年度の特別協議委員会
年次報告書
(579) 145 
伊藤健市
今回，資料として訳出しているのは， 1934年度から36年度の特別協議委
員会 (SpecialConference Committee)の年次報告書 (AnnualReport) 
である。
特別協議委員会については，「1929・30年度の特別協議委員会年次報告書」
（第45巻第 1号， 2000年4月）でも簡単に解説しているので繰り返さない。
以下で訳出している年次報告書は，「教育と労働に関する上院委員会
(Senata Committee on Education and Labor)」の公聴会記録にも含ま
れている (U.S.Congress,Senata, Committee on Education and Labor, 
Violations of Free Speech and Rights of Labor, Hearing before a 
Subcommittee of the Committee on Education and Labor, S. Res. 266 
(7 4th Congress), Part 45, 1939)。だが，ここでは， 1934・35年版につい
てはハグレー博物館(HagleyMuseum and Library)のHarringtonPaper 
に保管されている (Box6)ものを使った。その理由は，先の公聴会記録の
証拠文書7545にもあるように， 1934年版の年次報告書よりそれまでの印刷
物の形態ではなく，謄写版印刷のものに変更され(Ibid.,p.16859), 遂語的
に全文を比較対照したわけではないが，見出しの付け方には公聴会記録と
原物との間には若千の違いが見られるからである。これらの年次報告書の
入手に当たっては，同博物館のナッシュ氏 (MichaelNash)と何よりも名
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城大学の森川 章教授にお世話になった。ここに記して感謝の意を表した
し‘゜
なお，年次報告書のなかに登場する特別協議委員会加盟企業とその略記
法，ならぴに1937年度の平均従業員数と総収入は，第 1表を参照願いたい。
第 1表特別協議委員会 (SCC)加盟企業
加盟企業の略記と正式名称 加盟年 平均従業員 総収入
数(1937年）＊ (1937年）＊＊
AT&T 
American Telephone & Telegraph Co. 
1925 316,653 1,051,379,343 
ペスレヘム・スティ Jレ
Bethlehem Steel Co. 
1919 80,312 418,556,528 
デュポン
E.I.du Pont de Nemours & Co. 
1919 57,800 286,043,075 
GE 
General Electric Co. 
1919 75,212 349,739,514 
GM 
General Motors Corporation 
1919 261,977 1,606,789,841 
グッドイヤ
Goodyear Tire & Rubber Co. 
1919 52,000 216,174,513 
ハヴェスタ
International Harvester Co. 
1919 59,347 351,927,768 
ア ヴィング・トラスト
Irving Trust Co. 
1919 不明 不明
NJスタンダ ド
Standard Oil Co. (New Jersey) 
1919 137,157 1,308,900,351 
USフバ
United States Rubber Co. 
1922 37,109 186,253,188 
USスティ Jレ
United States Steel Co. 
1934 261,293 1,395,549,630 
ウェスティングハウス
Westinghouse Electric & Manufacturing 1919 52,249 206,348,307 
Co. 
•)• •) U.S.Congress, Senata, Committee on Education and Labor, Violations of 
Free Speech and Rights of Labor, Hearing before a Subcommittee of the Committee 
on Education and Labor, S. Res. 266 (74th Congress), Part 45, 1939, p.16813. 
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1934年度特別協議委員会年次報告書
1935年1月30日
労使関係の分野での1934年の主な強調点は， 2つの問題に罹かれた。す
なわち， (1)団体交渉と， (2)社会立法である。企業内での新しい事態の展開
と組織化された労働者のなかの一般組合員に見られた新しい事態の展開だ
けでなく，政治上の新しい事態の展開がその当時にあって人事管理の他の
分野をほとんどおおい隠してしまうほど，これらの 2つの問題を前面に押
しやったのである。それゆえ，特別協議委員会は団体交渉と社会立法，お
よびこれら 2つの問題に関する多くの疑問や物議を醸している点に1934年
の取り組みの大部分を捧げた。しかしながら，特別協議委員会は長期的な
視点から，労使関係における多くの重要な問題を綿密に観察し続けようと
も努力した。
団体交渉
1933年の年次報告書に記載された団体交渉における新しい事態の展開
は， 1934年にも引き続きみられた。そこでは，急速な変更とそれに反対す
る世論の動向やさまざまな影響を及ぼしている行動を伴っていたことか
ら， 1934年は多くの問題に混乱が広まったことで幕を閉じた。最近の労働
者に関する多くの論争が，賃金，労働時間，あるいは労働条件ではなく，
従業員代表制をめぐる方法にあったことはおそらく重要なことである。い
くつかのストライキは，何らかの特定の苦情よりも，むしろほとんどとい
うか主に組合員を増員する目的で指令されている。
従業員代表制に反対する圧力は，政府の諸機関が一般に組合主義を贔贋
にするという状況のもとで， 1934年も着実に続いていた。ワグナー労働争
議法案 (WagnerIndustrial Disputes Bill)は敗北したが，主に従業員自
148 (582) 第 45 巻第 6 号
身の反対を通じて，議会決議第44号 (PublicResolution, No. 44)の制定
と全国労働関係委員会 (NationalLabor Relations Board)によって率い
られた労働裁判所 (labortribunals)の改正されたシステムの設立がその
後に続いた。裁判所の裁定に抑制力がない場合には，全国労働関係委員会
の決定は同委員会の管轄下にある問題に関しては最高の権威となったので
ある。しかしながら， 1934年は，いくつかの訴訟における告訴と全国労働
関係委員会の権威への厳しい挑戦で幕を閉じた。
物議を醸している問題
団体交渉に関する異なった考え方を分ける線が，より一層明瞭に引かれ
たことで，以下の問題がそこに含まれる重要なものとして登場した。
(1)団体交渉の定義とすべての当事者の権利と義務。
(2)団体交渉のための機関を選ぶ際の多数決原則あるいは比例代表制。
(3)クローズド・ショップ契約の合法性。
(4)経営側による従業員組織の支援の妥当性。
(5)使用者と組合による強制。
上記の最初の2つの問題に関しては，全国労働関係委員会の持論は，ホ
ーデ・エンジニアリング会社事件 (HoudeEngineering Corporation case) 
での判決で確立されていた。この判決とそれを先例としてその後に続いた
判決で，全国労働関係委員会は団体交渉を従業員側の代表者との正式の協
約に到達するための使用者側での取り組みを必然的に含むものと定義し
た。交渉機関の選択においても，多数決原則が関係する特定の単位 (unit)
にいるすべての従業員を拘束するべきであるという条項をもっていた。こ
れら 2つのポイントに関して，全国労働関係委員会の決定は反対に直面し，
それに緊急に対応しなければならなかった。多くの使用者は，全国産業復
興法の第7条a項のいかなる合理的な解釈からも全国労働関係委員会がは
るかにかけ離れていると信じていた。これらの問題の明確化は，裁判所の
決定を待って行われた。
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クローズド・ショップ契約の合法性については，問題はまだ未解決であ
る。全国労働関係委員会は，これらの協約を明らかに好意的に処理する一
方で， 1934年末までに一般的な適用に賛同するという裁定を言い渡した。
その間，政府内外のさまざまな関係機関は，クローズド・ショップ契約が
第7条a項で規定されている従業員自身が選んだ代表者を通して集団で交
渉するという彼らの権利を侵害しているという意見を表明した。
従業員組織に対する経営側からの支援を含む事件を判決する際に，全国
労働関係委員会は一般にそれに反対している。そのいくつかの裁定は，使
用者に対して，従業員代表制の設立を支援したこと，あるいはそれに財政
的支援を与えたことを鋭く非難した。 1つの産業のために機能している少
なくとも 1つの委員会は，維持されていた従業員代表制を解散することを
企業に対して断固命じていたのである。
使用者による強制あるいは脅迫が，団体交渉の目的のための代表者の選
出に影響を与えることは，第7条a項によって明らかに禁止されている。
たいていの使用者は，形式・精神ともに成文法に従ってきちんと行動して
いた。比較的少数の使用者による不当な干渉は，全国労働関係委員会と他
の政府機関によって即刻かつ厳密に叱責された。当然のことながら，強制
と労働者の組合活動に対する差別に関して，理由のない多くの告訴がなさ
れていた。
労働組織 (labororganizations) とその代理機関による強制と脅迫に対
する告訴は，この行為が全国産業復興法では特別に禁止されていないとい
う論理に基づいて，常に無視された。調停の一事例では，そこにはグレー
ト・アトランティック・アンド・パシフィック・ティー会社 (GreatAtlantic 
and Pacific Tea Company)が巻き込まれていたのであるが，全国労働関
係委員会は組合による脅迫を考慮し，争議が解決された合意条件に組合の
脅迫に対する警告を含めていた。
150 (584) 第 45巻第 6 号
選挙での「公共の利益」の決定
それによって全国労働関係委員会の任務が認められた議会決議第44号
は， もし「それが公共の利益 (publicinterest)として登場してくる」なら，
団体交渉の代表機関を選ぶ従業員の選挙が指令されるべきであることを明
示している。労働争議に関する公共の利益を形づくるものに対する正式な
解釈はいまだなされていない。全国労働関係委員会は，この問題を明快な
事例でもって処理していなかったのである。そこで，「公共の利益」の問題
が議論されていた鉄鋼労働委員会 (SteelLabor Board)でも，この点に
関して特別の決定を行うことなく選挙を指令していた。
明らかに，「公共の利益」という言葉が非常に幅広いので，それが選挙の
必要性という問題をほとんど取り締り機関 (regulatorybody)の判断に任
せてしまうとするのが各委員会の論理である。この問題に関する裁判所の
判決のいくつかは，いくぷん曖昧である。しかしながら，「公共の利益に基
づいて」選挙を指令する前に，委員会は実際に何らかの公共の利益がある
という確証をもつべきである，と主張することは理に適ったことのように
思われる。もしストライキの脅威が一般大衆にひどい迷惑をかける可能性
が高いと思われたなら，ストライキを避ける選挙はおそらく正当化される
であろう。しかしながら，ただ従業員の既定集団 (givengroup)に排他的
な交渉機関として認知される 2つのライバル組織の希望を含むに過ぎない
論争では，正当性はあまり明確にはならないであろう。ここでは，公共の
利益は取るに足らないもので，非現実的なものでもあるので，選挙の指令
が法律の緊迫した解釈を必然的に伴うことになる。
政府の労働委員会が支援するもとで選挙を開催することを正当化する公
共の利益が何から構成されているかに関して，組織化された労働者のリー
ダーたちがもつ概念は，地方支部代表者への指令とそれに関係する組織に
示されている。この指令は，次のようなパラグラフを含んでいる。
選挙が公共の利益となることを証明するためには，組合は経営側との団体交渉関係
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を成功製に確立するのに組合代表が失敗したために工場のなかに敵意と抵抗がある
ことを示さなくてはならない。また，関係する従業員の間に不安があることも示さね
ばならない。この不安な心持ちは，団体交渉目的のために従業員を代表すると主張す
る使用者，会社組合 (companyunion)あるいは他のグループの行動によって増大し
続けていることを示さねばならない。最後に，この不安と敵意がコミュニティーの平
穏を破滅し，そしてコミュニティーの平和を脅かし，したがって公共の利益にまさに
対峙していることを示さねばならない。
従業員代表制の進捗状況
従業員代表制に対する組合といくつかの政府機関による粘り強くて容赦
のない攻撃は， 1934年には，この形式の団体交渉が何千人という賃金労働
者によって支持されていたという普遍性によって主として埋め合わされて
いた。
多くの労働組合主義者とその支持者の考えでは，第7条a項の目的は，
労働関係 (laborrelations) における組合支配 (unioncontrol) を確立す
ること，そして「会社組合 (companyunion) を非合法化する」ことにあ
った。この考えと連邦政府の激励に応えて，組合は精力的な組織化キャン
ペーンを始めたが，それほど大きな成果を収めなかった。アメリカ労働総
同盟はその1934年大会において，執行委員会 (executivecommittee)が
1933年の212万6,796人と比較して， 1934年 8月31日時点で組合費を払って
いた組合員の総数を282万3,750人と報告している。全国産業復興法のもと
での最初の試みとしての団体交渉における独占状態の確保に失敗したこと
で，組合は自身の目標にとって一層好都合な法律を手に入れる活動に取り
組んだ。彼らの取り組みのなかで主なものは， 1934年の議会会期中におけ
るワグナー労働争議法案の提出であった。その当初の内容が団体交渉での
組合独占状態を創り出す傾向と，使用者と従業員の間の多くの目的のない
協働方法だけでなく，有益な協働方法までも非合法とする傾向をもってい
たこの法案は，使用者のこれまでにない一致団結した反対と，多分さらに
より大きな規模で賃金労働者が労働組合に囲い込まれてしまうことへの激
152 (586) 第 45 巻第 6 号
しい抵抗によって打ち負かされてしまった。特別協議委員会に加盟してい
たいくつかの企業から何人かの従業員代表が聴聞会に出席し，提案された
法案に対して立派に，かつ断固たる反対意見を述べた。従業員自身の団体
交渉方法への執着と彼らの意見を連邦議会議員と労働委員 (laborexecu-
tives)の前で表明した大胆さは，アメリカ産業における使用者一従業員関
係を熟知していた者にとってすら意外な事実であった。
従業員代表制に対してなされた告訴の多くは，その目的と方法について
はまったく無知であったことを明らかにしている。組合主義の提唱者は，
従業員代表制を「会社組合」と見なすこと，そして多くの場合，そういっ
たものはないのであるが明確に定義された組織を捜すこと，に固執してい
る。従業員代表制は，特にそれがこれまで長期にわたって有効に機能して
いた企業では，従業員の組織としてではなく，どちらかというと選挙権
(voting franchise)と労働者と経営者の間の集団的な交渉方法を意図する
ものであった。
組合主義の観点から従業員代表制を解釈し，評価する試みは，これまで
のところ悪意や無知に基づいていた。従業員代表制に注意が払われる程度
に応じて，それはただ混乱と誤解だけを作り出した。幸いにも，従業員代
表制は従業員に対する印象という点では， もしあったとしてもほとんど意
味をなさなかったように思われる。結局のところ，従業員は，労働運動の
指導者，政府の官僚，あるいは使用者よりも，団体交渉の自立性(self-orga-
nization)の種々の形式がもつ相対的な利益によって影響を受けていた。
労使関係に関する 2つのまったく正反対の考え方の衝突は，一層現実的
で，確かに一層誠実であった。多くの組合主義者と組合支持者は，明らか
に従業員と経営者の間の普通の関係がコンフリクトを含んでいたこと，そ
して特定の企業の労働者と監督者が互いに闘うことを望んでいなかったと
いうまさにその事実が，何かが間違っていた証拠であったという意見に執
着した。彼らは，従業員と経営者の利害が対立するというよりもしばしば
一致していたという基本的な事実をまったく理解できなかったのである。
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この考え方の根本的な相違が，従業員代表制に対する敵意の多くに責任を
負うものとなっていたのである。特別協議委員会の加盟企業のいくつかは，
企業によって違いはあるものの約15年程度の期間において従業員代表制を
通じた集団的な交渉という協力的な方法を体験し，この体験に甚づいて加
盟企業の何社かは，この方法が関係する全当事者の観点からはコンフリク
トをもたらす方法よりも優れていることを確信している。
加盟企業の活動
1934年，特別協議委員会は従業員代表制に影響するすべての新しい事態
の展開を知らせたし，加盟企業は，最も公平で，最も協力的な方法によっ
て従業員と集団的に交渉しようとした主要な企業のなかに含まれていた。
いくつかの従業員代表制は，従業員自身によってあるいは従業員と経営者
の共同によって，法律に適合するよう一層完全に改訂された。経営側は，
懸命に強制あるいは過度の影響力が及ぶのを避けようとした。一般的にみ
て，加盟企業の従業員は彼らの従業員代表制に忠実であって，そして彼ら
の現在の関係を続けるという願望を示していた。
従業員代表制に影響を及ぽしている諸力の結果，さまざまな規模のグル
ープと別々の地域で選出された代表者の階層的構造をもつすべての企業あ
るいは全産業の従業員に，交渉目的のために統合される組織形態をもたら
すことがいくつかのその筋の人々から示唆された。何人かの人々は，この
可能性のなかに望ましい進歩を見た。一方，別の人たちは，それが現在の
協力的な関係を最終的に乱すかもしれない脅威をもつと信じていた。いく
つかの大企業では，統合化された従業員代表制は，それを構成する単位が
1つの工場である企業でよりも，良くもなく悪くもない結果をもって長年
にわたって実施されてきた。全産業で結合された制度は，縦の組合主義の
方向という明らかに実験的な性格をもつものであろう，そしてその結果は
前もって予測することは難しいのである。
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失業
1934年には，政府と企業の双方の政策の多くが，失業の継続によって影
響を受けた。全国復興庁 (NationalRecovery Administration)や他の政
府機関の努力を通して雇用が拡大した程度は，アメリカの社会的・経済的
な福祉に関心をもつ者にとって明らかに失望させるものであった。この不
満足な結果は，一部は景気が期待されたよりも復興しなかったせいであり，
一部は現代の経済学者の何人かが見落していることであるが，労務費
(labor costs)の表面的な増加が人間の労働を置換する誘因となっている
という事実に起因していた。
アメリカには失業に関する正確な数字はなく，そして公表されるさまざ
まな推計値は，ある理由あるいは別の理由から， しばしば最も都合のいい
産業状態のもとでも仕事をもとうとしないか，あるいはそうできなかった
多くの人々をそこに含めている。 1934年における特別協議委員会加盟企業
の雇用は，労働時間の相当な減少にもかかわらず， 1929年の水準を25%下
回っていた。産業と地域にみられる状況の違いは， 1934年末でのある種の
熟練労働者不足がいくつかの所で始まったという事実によって示されてい
る。使用者は，不況期に完全あるいは部分的に中止していた徒弟養成コー
ス(apprenticeshipcourses)や別の種類の訓練方法を復活させ始めている。
社会立法
失業による苦脳と，連邦，州，地方自治体，そして私的な機関が遭遇し
た救済に対する恐ろしいほどのニーズは，アメリカがそれまでこの問題に
与えたよりも真剣な社会立法の研究をもたらした。 1934年6月8日の声明
で，ローズヴェルト大統領は，経済的保障という全問題に対する徹底的な
調査の要点を述べた。この任務を遂行するために，政府の委員会が私的な
組織と諸個人の助けを借りて全分野を調査し，立法化計画を準備するのに
1934年の数力月間を費やした。部分的にはこの研究の結果として， 1935年
1月に大統領は，失業保険，老齢年金，そして貧しい人々と扶養家族への
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給付を含む社会保障の包括的なプログラムを開始した。このプログラムを
実施することを意図した立法の提案は，この年次報告書が準備されている
時に，議会で検討中であった。
経済保障プログラムの要点は，特別協議委員会がこれまでの存在期間を
通して首尾一貫して注意を与え，またこれまでの何冊かの年次報告書で広
範囲に論じてきた問題である。特別協議委員会を構成している企業は，そ
の従業員に最大限の経済的保障を提供することの重要性をこれまで長年に
わたって理解してきた。法律を通して現在意図されている保障条項のいく
つかは，何年もの間これらの企業で実施されてきたものである。最近の労
働者向けの取り組みが疑いなく多くの産業分野で役立っているが， 1933年
以前になされた社会的・経済的な改革も見落とすべきではない。
経営者の責任
5年間の不況，そのうちの 2年間の復興救援でこれまでに前例のない政
府の実験が行われた今回の不況で，企業経営 (industrialmanagement)に
かつてないほどの重い責任が投げかけられている。救済，ワークシェアリ
ング，そして賃金労働者の経済的状態の維持についての問題の次には，団
体交渉，規約の追守，政府による綿密で時には敵意をもった監視下での困
惑するような問題が続いて発生した。これらの問題は，労働関係 (labor
relationships)の分野で特に深刻であった。
全国産業復興法の施行以降，使用者の労務政策 (laborpolicies)がそれ
以前よりも綿密な調査に晒された。最も悪意の少ない方法ですら嫌疑をか
けられ，小さな判断ミスが重大な罪へと誇張された。こういった状況のも
とで，労働者と交渉する際の公正さと知識の重要性はこれまでよりもます
ます大きくなった。人事管理スタッフ (personnelstaffs)が増やされ，強
化された。経営者と，特に上級のフォアマンによる聡明で先見の明のある
意思決定が，労働日のすべての時間に必要とされた。監督者に対する訓練
方法が刷新され，強化され，そしてすべての階層の経営執行陣(operating
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executives)が労働関係 (laborrelations)の分野でより大きな責任をとら
ねばならなくなった。
これまでの5年間の画期的な出来事がもたらした 1つの結果は，従業員
と一般大衆の意見に対するこれまで以上に増大した配慮であった。これと
ともに，全国産業復興法によって権威づけられた公正競争規約 (codesof 
fair competition)と消費者を含めたすべての当事者の権利の一層明確な認
識のもとで，企業間のより大きな範囲での協調関係が出現している。
特別協議委員会の活動とメンバーの変更
1934年，特別協議委員会はこれまでにない多忙な年を過ごした。その度
重なる会合時に，特別協議委員会のメンバーはおそらくそれまでの歴史の
なかでもより多くの活動的な時間を過ごした。会合と会合の間も，メンバ
ーは，直接あるいは事務担当者のオフィスを通して絶えずコミュニケーシ
ョンを継続していた。 1934年に，特別協議委員会は12回の会合を開催した。
1月11-12日， 2月8-9日， 3月8日， 3月22-23日， 4月19-20B,
5月17-18日， 6月27-28日， 8月2日， 9月13日， 10月18-19日， 11月
21-22日， 12月18-19日である。 5月17-18日の会合はペンシルヴェニア
州ベスレヘムで， 6月27-28日の会合はデトロイトでそれぞれ開催された。
他のすべての会合はニューヨークで開催された。
特別協議委員会の指示のもと，事務担当者は過去 1年半を半分はニュー
ヨーク，残りの半分はワシントンで過ごした。彼の通常の労使関係での仕
事に加えて，政府と立法の新しい事態の展開に関与し，そして加盟企業に
情報と助言を提供した。
1934年にUSスティールは特別協議委員会に加盟するようにとの勧誘を
受け入れ，アーサー・H・ヤング (ArthurH.Young)をその代表に任命し
た。 2人の特別協議委員会メンバーに変更があった。グッドイヤーの人事
管理者フレッド ・W・クリマー (FredW. Climer)が， E.J・トーマス
(E.J.Thomas)に代わった。トーマスは，アクロン工場の統括工場長
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(general superintendent)であった。クリマーは，プエノスアイレスにあ
るグッドイヤー工場の工場長として勤務する前に特別協議委員会のメンバ
ーを務めていた。 E・S・マックレランド (E.S.McClelland)がウェステ
ィングハウスを退職し， W・G・マーシャル (W.G.Marshall)が特別協議
委員会の代表を引き継いだ。特別協議委員会は，マックレランドが可能な
時はいつでも会合に出席するように求めた。
1934年に，特別協議委員会は長きにわたって議長を務めて引退したもう
1人の人物であるC・J・ヒックス (C.J. Hicks)からの継続的な助言と
親密な関係におおいに助けられた。
議長 J・M・ラー キン(J.M.Larkin) ベスレヘム・スティール
ジョー ジ・J・ケルデー(GeorgeJ.Kelday) ハーヴェスター
ノースロップ・ホルブロック (NorthropHolbrook) 
アーヴィング・トラスト
C・S・チング(CS.Ching)
W・A・グリフィン(W.A.Griffin)
G・H・プフェイフ(G.H.Pfeif)
ウィリアム・B・フォスター(WilliamB.Foster) 
F・W・クリマー (F.W.Climer)
M・C・ヘイル(M.C.Halem)
F・W・ピアス(F.W.Pierce)
A・H・ヤング(A.H.Young)
USラバー
AT&T 
GE 
デュポン
グッドイヤー
GM 
NJスタンダード
USスティール
W・G・マーシャル(W.G.Mershall) ウェスティングハウス
事務局長 E・S・コウドリック (E.S.Cowdrick)
（なお，各メンバーの所属企業・団体は伊藤による。）
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1935年度特別協議委員会年次報告書
1936年2月13日
労働関係の分野での引き続く変更の速さは， 1934年の特別協議委員会の
報告書に言及されたことによって極めて印象的に示されている。その報告
書は， 1935年2月148の年次会合に提出され，全国産業復興法 (National
Industrial Recovery Act)のもとでの既存の情勢を主に取り上げている。
ワグナー労働争議法案 (WagnerIndustrial Disputes Bill)は， 1934年の
議会会期中に無効になっており，全国労働関係委員会 (National Labor 
Relations Board)が議会決議第44号 (PublicResolution, N o.44)の認可
のもとに任命されていた。別の労働委員会が自動車，鉄鋼，石油，繊維の
各産業で依然として労働関係を処理していた。後に社会保障法として登場
するプログラムが，まさに議会に提出されたところであった。
1935年の報告書を提出する際に，特別協議委員会は必然的に 1年前に注
意を向けたのと同じ問題の多くを扱ったが，これらの問題は大きく変化し
た背景のもとで論じられねばならない。シェクター事件でのアメリカ連邦
最高裁判所の判決で，全国産業復興法は1935年5月27日に失効した。修正
されたワグナー法案が1935年7月5日に制定され，そして新しい全国労働
関係委員会が同法の権威の下で現在裁定し，その裁定が裁判所に対して最
終判定として手渡されている。社会保障法は連邦法令集に含められ，失業
保険法をもつ州の数は 1州から10州およびコロンビア特別区にまで広がっ
ている。 1935年度の会期中に，議会はアメリカ連邦最高裁判所によって違
憲であるとされた以前の法に代わるものとして鉄道業の退職者に対する新
たな法律も通過させた。同じ会期中に施行されたもう 1つの法案，つまり
ギュフェイ法 (Guffeylaw)は，漉青炭産業への支配を確立することにあ
った。農業調整法{AgriculturalAdjustment Act, 1936年 1月6日に最高
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裁で違憲判決が下された—注，伊藤｝事件での連邦最高裁判所判決は，
新しい労働立法の正当性についてさらなる疑義をもたらした。 1934年の年
末に労働関係を支配した混乱は， 1935年12月31日までにさらにもっと大き
なものになっていた。
政府規制下の団体交渉
使用者と多くの従業員の抗議を越えて組織労働者の要求で通過した全国
労働関係法は，アメリカ労働総同盟によって承認された方法で団体交渉を
強制しようとしている。それは監視と調査の幅広い権力をもった全国労働
関係委員会と21の地域組織を創り，団体交渉機関の選択に向けた選挙を開
催する権限を全国労働関係委員会に与えている。この選挙に関しては，過
半数原則が規定されている。全国労働関係委員会は，同じく使用者が一連
の「不当労働行為 (unfairlabor practices)」にかかわることを禁止する権
限を与えられている。これらの不当労働行為は，若干の法律が明らかに非
倫理的であるとしていたものや，以前は罪を犯していないか，あるいはさ
らに称賛に値すると思われたものをも含んでいた。労働組織(labororgani-
zations)に対しては何らそれに対応した禁止条項はなかった。クローズ
ド・ショップ原則は，はっきりと承認されている。
団体交渉の代表者あるいは交渉機関に関する従業員の選択を決定するた
めに選挙を開催するという方法は，最初の全国労働委員会 (firstNational 
Labor Board)によって始められた。使用者は，一部は政府の権威の下で
行われた選挙がこれまで不安と混乱の原因となっていたことから，一般に
この方法に反対した。しばしば選挙は，少数者あるいは外部組織 (outside
organizations)の請願に基づいて行われ，従業員全員が関心をもっていた
ということはほとんど示されなかった。政府委員会のある特定の機関が外
部組織に非常に同情的で，選挙が組合員募集を支援する目的に使われるで
あろうという嫌疑が時としてあった。
この法律の権威のもとで大統領によって任命された全国労働関係委員会
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は，複雑な問題に直面している時には，ほとんどその任に着かなかった。
まず第一に，それは自身の権限の及ぶ範囲の境界線を決めなければならな
かった。議会の目的は明らかに州際商業を超えた連邦の権限を極限にまで
広げることにあったが，それを越えてアメリカ憲法に抵触せずに進めて行
くことができる境界線を決定することは全国労働関係委員会の責任となっ
た。表面上もっと強い議論は法の自由な解釈を擁護する人々から出された。
なぜなら，全国労働関係委員会は製造業を巻き込んでいる事件を管轄権に
含めており，その関係は州際商業とは最も遠いところに罹かれているから
である。これは，アメリカ連邦最高裁判所がそれによってワグナー法の合
憲性を最終的に決定するであろう問題の 1つである。
法律の合憲性についての疑義と，違憲とされるかもしれない法律に基づ
く規則に従う多くの使用者の不本意さは，全国労働関係委員会一―—その裁
定を強制せねばならない一に 2つ目の困難をもたらした。少なくとも 1
つの州裁判所がこの法全体が違憲であるとすでに宣言しており，多くの法
律家はこの法が連邦最高裁判所からお墨付きを得ることはほぼありえない
と信じている。こういった情勢のもとで，使用者が全国労働関係委員会の
命令と裁定に従うのを嫌がるのは当然のことである。法の合憲性あるいは
違憲性が最終的に決定されるまでは，全国労働関係委員会がかなり無力で
あるという状態のもとでは行き詰まりの徴候が示されただけであった。
団体交渉に責任を負う単位(unit)の決定に関して全国労働関係委員会に
生じた第3番目の困難は，法律そのものによって同委員会に課されている
ものである。それは，職業別組合 (craftunions)と産業別組合 (industrial
unions)が共に交渉単位として従業員代表制を要求する若干の事件の例が
示すように，すでに困惑をもたらしている。事実，全国労働関係委員会は，
この報告書の後の部分で言及されるアメリカ労働総同盟内での職業別組合
主義者 (tradeunionists) と産業別組合主義者 (industrialunionists)の
間の確執に巻き込まれる一ーそしてそれに多分政府を巻き込む一ー危険性
のもとにある。
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従業員代表制に関して，ワグナー法の目的は，それを破壊するか，ある
いはそれを単に伝統的な組合主義と同じような形式にしてしまうことにあ
った。この目的は，その上程と通過の背後にある事情と同様，法の条項に
よっても明らかに示されている。この報告書を準備している時期までに，
ほんのひと握りの従業員代表制が全国労働関係委員会からの圧力のもとで
廃棄され，この種の組織が存在している企業の大多数で，主として制度は，
その意志に反して労働組合に人れられてしまうことについて何の考えもも
っていなかった従業員の忠誠を通して継続されていた。決定的な統計値は
利用できないが， 1935年の始めより多くの従業員がその年の終わりに従業
員代表制のもとで働いていることはありうることである。
しかし，ワグナー法がこれまでのところ従業員代表制を破壊するその試
みに失敗したとはいえ，それが若干の従業員代表制の構造上の変更という
他の結果をもたらしている。 1934年度の報告書で，特別協議委員会は従業
員代表制を「会社組合」として見なすことと従業員の会員組織という観点
から従業員代表制を解釈しようとすることに対して，多くの執拗な批判を
指摘しておいた。この意見は全国労働関係法に取り入れられた。同法の立
案者は，従業員代表制を元米それが決して意図したものではない何かと見
なしていたように思われる。つまり，従業員が所属するか，あるいは所属
しない公式の組織，そして使用者の影響から全く独立するか，むしろ使用
者の意志に対抗するか，そうあるべきである公式の組織としてである。こ
の見方は完全に誤っている。少数の稀な例外は別として，初期の従業員代
表制は「会社組合」ではないし，あるいは他のいかなる種類の組合でもな
かった。
けれども，皮肉なことではあるが，従業員代表制を破壊しようとする試
みは，いくつかの事例ではその敵がそう＿会社組合主義—だといって
告訴していたものと非常に似通ったものに変えるという効果をもっていた
のである。これまでのところ非常に広範囲にわたるものではないけれど，
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公式な組織を設立しようとする少数の産業での従業員の間で，組合費が規
定されるという傾向が時として認められている。この傾向は明らかにワグ
ナー法で意図された機構上の甚準に従おうとする試みである。おそらく，
それは前進というよりはどちらかというと後退であって，使用者と従業員
の間に構築された協力的な関係を脅やかすものである。
1934年度の報告書で，特別協議委員会は 1つの企業の異なった工場，あ
るいは 1つの産業の異なった企業を代表する工場協議会(workscouncils) 
が合併に向かう傾向に注目した。この傾向は1935年に一層顕著となり，か
なりの衆目を引きつけた。事実は，いくつかの企業で別々の工場の従業員
代表が，彼らだけであるいは会社の役員とともに，相互に利害関係のある
問題を論じるために参加したということである。いくつかの地域では，企
業の代表者を共に集める取り組みがなされた。時には，全産業のために機
能している従業員委員会 (employeecommittees)の上部組織の可能性に
関する提案がなされていた。それは何も新しいものではない。最も初期の
従業員代表制では，そのいくつかで企業の全工場からの従業員代表による
会合が開催されていた。合併に向かう傾向を示す最近の徴候は，たいてい
の事例でそうであるが，それが従業員の自然発生的な願望ではなく，主に
組合組織者あるいは政治的な関心をもつ従業員代表の取り組みを代表する
がゆえに発生していた問題である。
いくつかの企業では，従業員代表制がますます儀式へと移行し，この点
は時として従業員との間で署名される協約の交渉において明らかにされて
いる。間違いなく，この展開は一部は最近の労働立法のせいであり，文書
化された協約に対して政府委員会が表明した贔履のためである。ここでも，
我々は何も新しい事態の展開を扱っていない。なぜなら，まさしく従業員
代表制が始まった時から，いくつかの制度は署名された議事録の覚え書き
あるいは契約を拘束し，それ以外に解釈されないようにするという意図を
もつ協約という証拠をもっていたからである。
多数の制度が，従業員とその代表によるより程度の高い自立した行動を
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認めるように，その条項あるいは方法を改訂した。以前よりも多くの制度
が，経営側代表が欠席した場合に，選出された代表者の別の会合をするた
めの規定を作っていた。団体交渉機構を構築することに直接関連づけられ
た機能を従業員に課すことが，公認されたやり方となった。ここで言及し
た変更の大部分は，従業員の側での何らかの願望というよりもむしろ法律
に従うために作られていた。
労働政策の形成と管理
近年，すべての経営者による人事管理に対する注目が増大している。こ
の点におけるすべての改善は，決して政府の干渉に帰されるべきものでは
ないが，その一部は確かに使用者の労働政策が過去のどこかの時点よりも
綿密に吟味されるという認識によって影響を受けている。
この労使関係に対して増大した関心の 1つの重要な表明が，監督者の選
考と訓練に対する関心の復活であった。この動向において，特別協議委員
会加盟企業の何社かが先頭に立っていた。監督者がこれまでよりもより高
いレベルの能率と能力まで引き上げられている明確な徴候がある。訓練に
関して復活したこの強調と関連して，従業員に会社の政策と一般的な経済
情報を提供する方法に対する関心が増大していた。
組織化された労働者の展開
これまでの 3年間は，第一次世界大戦中を除いて前例のない好機を組織
労働者に対してもたらした。産業の復興，生活費の上昇，そして友好的な
政府の慈悲深い支援が，組合員数と収入面で大きな前進をもたらしたよう
に思われた。だが，これまでのところ組合幹部の望みは大いに失望させら
れていた。少数の産業~ 組合員数の増加
はわずかであった。 1935年8月31日に終わる年度に，アメリカ労働総同盟
に組合費を払い込んだ平均組合員数は，年次大会で書記長 (secretary)に
よって報告されているように， 1934年の260万8,011人と比較して304万
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5,347人であった。
アメリカの労働者にその価値を売り込むよりはむしろ法律を通して組合
主義を押しつけることに成功しなかったことが，労働運動のリーダーを悩
ました困難の 1つであった。労働運動自体の内部での争いがこれまで以上
に深刻であった。全国産業復興法の通過直後に，アメリカ労働総同盟は大
量生産型産業で「連合組合 (federalunions)」を設立し，この組合のメン
バーが産業別に永久に組織されるか，あるいはメンバーの支持を主張する
種々の職業別組合間で分散させるべきかどうかについての判断を後日に延
期した。この問題は決して解決できるものではなかった。それは，今やア
メリカ労働総同盟を分裂に追い込む脅威となった産業別組合主義者と職種
別組合主義者の公然たる衝突の一因となっていた。
1934年と1935年の年次大会において，大量生産型産業を産業別に組織化
する問題が検討され，それぞれの大会では職種別組合がその敵対者の願望
の実現を阻止するほどに強かったのである。 1935年大会の後で，アメリカ
合同鉱山労働組合 (UnitedMine Workers of America)委員長のジョン・
L・ルイス (JohnL. Lewis)は，アメリカ労働総同盟の布告を無視して産
業別組合を設立するための運動で公然と主導権を握った。産業別の組合を
代表していた他のリーダーも彼に合流した。彼の取り組みは，アメリカ労
働総同盟会長のウィリアム・グリーン (WilliamGreen)と多くの職種別組
合のリーダーたちからの徹底した反対に会った。
とりわけルイスの計画は，従業員代表の組織を併合し，それらを産業別
組合に転換する試みを含んでいるという信頼に足る徴候がある。
この点では，労働運動のリーダーたちが産業別組合主義と職種別組合主
義の優劣について論争をしている間に，従業員代表制が双方の最も良い特
徴の多くをもっていたことが正確に指摘されるかもしれない。全工場のエ
場協議会の機能を通して産業別組合主義を要求する多くの結果が得られ，
同時に課あるいは部で代表者の選挙を行うやり方が職種ラインに沿った団
体交渉について必要なものすべてを得ている。この点は，これまでにしば
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しば指摘されたように，従業員代表制が賃金労働者の実際の労働条件と密
接に関係する組織を通して相互の利害にかかわる問題を取り上げること
で，従業員に最大の利益を保障する潜在能力をもっていることを示してい
る。
社会保障法
1935年の議会会期では， 1937年 1月1日に始まる従業員と使用者への課
税を通して， 1942年時点で65歳の有資格者から支払われる老齢年金条項を
もつ社会保障法の通過が見られた。同法は失業補償のために社会保障法の
要請に従う法律のある州政府にも補助を行うことになる。これは使用者の
給与支払いに課される物品税(excisetax)によって可能になる。州に依存
しているか，あるいは潜在的に依存している市民に対する支援には，種々
の連邦補助金が別にある。社会保障法は，おそらくこれまでにアメリカ議
会を通過した最も重要な法律の 1つである。それは，個人主義という歴史
的な慣例に鋭い亀裂が入ったことを示しており，個々人の扶養に対する集
団的な責任に向かう長足の進歩を示している。
社会保障法に対し，使用者全員からの反対はなかった。それどころか，
多くの使用者は経済的保障の原則に気持ちを傾かせ，彼らの多くは何年も
の間，政府によって意図されていたよりもはるかに自由に自身の従業員に
保障を提供してきたのであった。
法律の細部に関しては，これまでもきびしい批判があったが，この点で
使用者は社会保険 (socialinsurance)の非産業別の提唱者に比べて，あま
りしつこくなく，かつあまり声高でない提唱者であった。たとえ修正が裁
判所の逆の判決によって強制されないとしても，法律が多くの詳細な点で
改訂されるのはありうることである。
いくつかの州の立法者は1935年に失業保険法を通過させ，その内のいく
つかの法律は社会保障委員会 (SocialSecurity Board)によって承認され
た。これらの法律は，現在のところ10の州とコロンビア特別区に存在して
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いる。
連邦法と州法の規則を強制することから生じている初期の問題が報告方
法に関係している。連邦法の老齢年金第8条とすべての州法のもとでは，
失業補償法が変化する支払い総額のデータが求められている。ある程度ま
で詳細な規制の準備は種々の連邦と州の機関に任せられている。そのため，
そこにはかなりの量の自由裁量権が付与されるようになる。多くの使用者
は，法律によって許可されるのであれば，どの程度まで報告するかについ
ては簡略化を望んでいる。最小限度の支払い情報の収集，伝達，そして記
録は，会社と政府当局による詳細で費用を要する活動を巻き込む。
多くの使用者は，従業員の氏名とさまざまな記録が極秘資料であると思
っており，それを彼らがこれまでどんな目的のためであれ誰に対しても提
供することは気が進まなかったのである。部分的にはこの理由から，使用
者の多くが公的機関に詳細な支払い総額記録を提供しないことを好み，特
にその利用が公的機関に任されている時にはそうである。
社会保障法の施行は，それまでに会社によってすべて資金を提供される
か，あるいは会社と従業員によって共同で提供される老齢年金もしくは失
業保険制度を支えていた多くの使用者に対し，複雑な問題を生み出した。
これらの問題は老齢年金に関して特に深刻であった。連邦法は私的制度の
免除を含んでおらず，すべての使用者がいくつかの例外は別として，連邦
資金に拠出することを求められ，そして従業員に支払った給与や賃金に課
される税金を集めるように要求されている。法律のこの部分は，年収の補
償のまず3,000ドルに対し，賃金労働者だけではなく給与制従業員と経営層
にも適用される。同時に，年金は非常に額が少ないので，ただ低賃金労働
者の退職問題に対応できるだけである。
すでに年金制度のある企業は，いくつかの方法でそれを改訂するであろ
?、 ?
(1)すでに行われた支出に政府の税金を加えることで，変更なしで制度を
継続する。多くの例で，この処置は法外に高くつく。
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(2)制度を中止し，完全に政府年金に頼るようになるかもしれない。この
やり方は従業員の退職を難しくするであろうし，それによって当初企
業年金を正当化した状況の 1つを再生するであろう。
(3)私的な制度の必須事項を存続させるが，連邦法に対する補足的な役割
を果たすように修正する。
(4)連邦法から独立した新しい制度を採用するが，主に政府プログラムの
もとで十分に保護されていない従業員に役立つものを意図している。
3番目あるいは4番目の選択， もしくはこれら 2つの組み合わせは，特
別協議委員会加盟企業の大部分によって検討されている。加盟企業のいく
つかは，退職年金向けの新しい規定，あるいは修正された規定をすでに発
表した。他の企業は問題を研究し，そして将来に向けた計画を創っている。
私的な制度の改訂は，この数年間に顕著になってきた従業員拠出に向かう
傾向に新たな剌激を与えている。
年金と失業補償の双方にとって，私的な制度に関する政策を決定する際
の困難さは，社会保障法の合憲性をこれまで以上に疑わしいものとした連
邦最高裁判所の農業調整法に対する判決によって増大した。法律に適合す
るように制度を改訂しようと努力している使用者は，法が違憲であると宣
言されるかもしれないという可能性，そのため改訂した制度が不十分な保
護しか提供していないことが明確になるという可能性，にそれぞれ直面し
ている。
私的な制度の調整を検討する際に，社会保障法は経済施策としてではな
く，社会的な施策として議会によって意図されたことは記憶にとどめてお
くべきであり，そして確かに産業的な施策としてではなく，その意味で使
用者の問題を解決することはほとんど意図されていなかったのである。こ
の事実の承認は，企業年金，私的な失業制度，そして従業員の経済的安定
に対する保護手段といった問題に関する明確な思考の助けとなろう。
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州の労働協定
労働法の在来型からの最近の変化は，統一的な労働基準の施行に向けた
州際協定 (interstatecompacts)に見出される。州協定の一般的な原則は
新しいものではない。しかしながら，これまでこういった協定は通常犯罪
にかかわる司法権，州の境界線，財務，税務，公共事業の規制，航行可能
な海域の管理，そして天然資源の保護といった問題を扱っていた。
ここ 2年間に，この原則が労働関係の分野にまで拡大された。 1934年に，
メイン州，ニューハンプシャー州，コネチカット州，マサチューセッツ州，
ロードアイランド州，ニューヨーク州，ペンシルヴェニア州の知事の代表
団が，特に最低賃金に関して雇用の統一的基準を設定する協定に署名した。
ニューハンプシャー州とマサチューセッツ州の議会はこの協定を批准し
た。協定は，連邦下院によって認可され，現在上院での承認を待っている
ところである。
州際労働協定は，競争している州で，特にそれに関する連邦の権威が不
確かであるか，あるいは存在していない諸点で，条件の統一性を保証する
ことを意図していることは明白である。この動機は称賛に値するかもしれ
ないが，そこには協定の条件が使用者あるいは消費者に当然なされるべき
利害を顧みることなく，主として労働者の要求を満たすために固定される
かもしれないという危険がある。
賃金，労働時間，失業
1935年に，賃金の動向は一般に上向いていた。特別協議委員会加盟企業
のいくつかは，他の多くの企業が行ったのと同じように，賃金と給与を引
き上げた。これらの賃上げは，上昇する生活費と経営の改善が確認された
ことを主な理由に承認され，それは不況期に長い間遅れていた能率増進と
責任に応じた給料の補正を認めた。疑いなく，賃上げは，従業員のための
団体交渉機関―これらの機関が労働組合あるいは従業員代表制という形
式をとったか否かにかかわらず—の活動によってある程度影響を受けて
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いた。
1935年に，賃金労働者は，多くの産業で与えられた時間賃金レートの増
大だけでなく，週労働時間の延長からも利益を得た。景気の回復で，すで
に給与名簿に載っている従業員にもっと多くの仕事を提供する機会が訪れ
t~ 
~o 
ここ 2年間に，若干の工業地帯で熟練労働者不足が広まった。熟練労働
者不足は，失業中の労働者~ は未熟練であるか，あるいは雇
用するに値しない者であった—が多数いたにもかかわらず持続した。い
くつかの企業にとっては，徒弟制あるいは他の方法を通して従業員を訓練
する問題は再ぴ深刻なものとなった。
多くの使用者は，有望な大学卒業生を募集し，そして責任のある地位に
つけるために彼らに特別な訓練を施すという方法・~不況の最も厳しい時
期にほとんどが中止された一ーを再開している。
失業と再雇用の問題を全体として検討する際には，思慮のない批評家の
間で流行している失業者は産業に責任があり，彼らは産業的な活動，特に
製造業で再吸収できると仮定する間違いを避けるだけで十分である。
事実は，失業者にはまったく働こうとしない多くの人々が含まれている
ということである。彼らの何人かは農場労働者で，他の者は奉公人であっ
た，そして小企業労働者あるいは専門的労働者もそこに含まれている。
1930年の職業人口調査は，独立手エ職種と建設業を除く製造業で，実入
りのいい職を求める1140万人の人々がいることを見出した。収入を得て雇
用されていた合計数は，人口調査によって示されるように4,882万9,920人
であった。製造業で働くことを希望した1,150万人は，一時的とはいえそこ
で全員が雇用されていなかった。雁用者数がピークに達した1929年9月に，
人口調査は製造業での賃金労働者が合計で918万8,768人に達していたこと
を示している。同じ年の給与制従業員，所有者そして経営者が149万1,985
人，そこに賃金労働者が追加されて，総計で1,068万753人に達していた。
この総計に対応して，全国産業審議会 (NationalIndustrial Conference 
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Board)は， 1935年11月には製造業に従事した約890万人の人々がいたと推
計している。
製造業が，通常，全有職者の 4分の 1未満しか雇用していなかったので，
それが失業者すべてを再吸収できると期待することは現実を無視したもの
である。全失業者が全体として工業によって再吸収されると想定すること
は，ほとんど現実を無視している。なぜなら，この仮定は以前に農業と他
の非工業的な職業に従事していた人々を考慮していないからである。
特別協議委員会の活動
この報告書の最初の部分で記述された情勢が，主として1935年の特別協
議委員会の活動に方向性を与えていた。特別協議委員会の視線は，主に労
働立法，団体交渉，社会保障，失業，そして賃金と労働時間の補正といっ
た緊急の課題に向けられていた。委員会の取り組みの熱心さはこれまでの
2-3年のそれと比べて多少ゆるまっていた。会合は，頻繁に開催され，
その大部分は 2日を要していた。 1935年に特別協議委員会は， 1月17-18
日， 2月14日， 3月21日， 4月25日， 5月21-22日， 6月19日， 7月18-19
日， 9月11-12日， 10月9-10日， 1月13-14日， 12月11-12日と合計11
回の会合を開催した。 10月9-10日の会合はオハイオ州アクロンで開催さ
れた。他のすべての会合はニューヨークで開催された。
特別協議委員会の全歴史においてそうであったように，正式の会合は加
盟企業が行うサービスとしてはほんの一部分を構成していたにすぎない。
1935年中に，メンバーは相互に関心のある問題についてお互いに頻繁にコ
ミュニケーションをとり合い，事務担当者はニューヨークとワシントンか
ら大量の現情にかかわる情報を提供した。
メンバーの一人の変更が1935年に行われた。 GMのマール・ C・ヘール
(Merle C. Hale)は他の職務に配置換えとなった。彼の特別協議委員会で
の後任は， H・W・ アンダースン (H.W.Anderson)である。
経済と政治の両側面で労働問題が1936年にも継続するという徴候がある
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ことから，特別協議委員会は1936年にももう 1年積極的な努力を続けるこ
とを期待されている。立法と行政の両面に関するワシントンでの新しい事
態の展開は，過去3年間のいずれの年よりも多くの注意を必要とするであ
ろう。所得配分の問題は，利潤分配制に向けたさまざまな提案を含めて，
ますます重要になり，それに対して特別協議委員会は以前よりももっと深
く思いを巡らすことを決意している。団体交渉，社会保障，そして標準的
な賃金と労働時間の決定は，今後も重要な問題であり続けるであろう。経
営層と監督者層の訓練と従業員への情報提供は，興味ある進展を約束する
ものである。さらに，特別協議委員会は，これまでの全存在の期間がそう
であったように，通常人事管理と称される活動に継続した注意が向けられ
ることを期待している。我々は，特別協議委員会のサービスを大きな価値
をもつものにするため，申し入れるのが適していると思われる要望，提案，
あるいは批判はどのようなものであれ加盟企業の経営者から行われること
を懇請している。
議長 J・M・ラーキン(J.M.Larkin) 
F・W・クリマー (F.W.Climer)
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事務局長 E・S・コウドリック (E.S.Cowdrick)
（なお，各メンバーの所属企業は伊藤による。）
1936年度特別協議委員会年次報告書
1937年2月11日
1937年の第 1四半期の終わりをもって，特別協議委員会はその加盟企業
に18年間のサービスの提供を完了することになる。この18年間の出来事と
労使関係の分野で起こった問題は， 1919年4月2日に事前の会合を開催し
た少数の経営者たちの先見性を立証しており，産業における人間関係につ
いて革新的な見解をもつ企業の代表者がともに集まり，情報と意見を交換
できる特別協議委員会を継続的なものとする必要があるとの決意につなが
っている。特別協議委員会は，ほとんどすべての考えられうる平和時の情
勢のなかで機能してきたし， 2度の異常な経営活動と，その 2番目のもの
が重大さでわが国の産業史上の経験でのいかなるものをも超えた2つの不
況の時期も経験してきている。この間，産業界は労働力余剰と労働力不足，
賃金レートと物価の上昇と下降，そしてその強さを変化させつつある組合
活動に対処しなければならなかった。 1933年に政府は，戦時下以外では前
例のない経営への支配を行使し始め，インダストリアル・マネジメントと
労働関係という両側面での問題を増大させた。
この18年間で， 1936年ほど問題の山積する年はなかった。賃下げとレイ
オフの必要という意気消沈させるような事態はもはや存在していなかった
し，失業問題が究極の解決に向かう徴候を示したことは事実であった。し
かし，労務管理 (laboradministration)の難しさは，途切れることのない
政府の立法と労働組合幹部，特にアメリカ労働総同盟内で対立する 2つの
派閥の 1つを代表する人々の攻撃的なプレッシャーによって増大した。混
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乱の多くは，社会保障法の運営や連邦法ならびに州法に適応するよう企業
の政策と制度を変更する必要性からも生じた。労働時間，報酬，労働力供
給，そして従業員の教育訓練といった問題に絶えず注目する必要があった。
1936年に，特別協議委員会はこれまでにも増して活動的であった。 11回
の会合を開催し，そのほとんどは 1日以上を要した。会合に費やした時間
は，このグループの全活動を網羅するには決して十分ではなかった。 1936
年に，メンバーはお互いと事務局長との間でほとんど絶え間のないコミュ
ニケーションをとり合い，情報・経験・見解の継続的な交換を行った。他
の任務に加えて，事務局長は3つの広範囲にわたる調査を実施した。それ
は，勤続表彰，従業員の定期的な健康診断，そして利潤分配制に関する調
査であった。これらの研究に関する報告書は委員会のメンバーに提供され
ている。
1936年の年次会合で，特別協議委員会がアメリカの産業界における労働
関係を改善するための可能な方法を探究するという提案がなされた。特別
協議委員会全体が，そしてこの目的のために任命された小委員会が，多く
の時間と思考をこの提案に費やした。目下のところ，特別協議委員会のメ
ンバーを増やすことはほとんど役に立たないであろうが，これまでこのグ
ループに加入していない 1つあるいは 2つの産業の代表者を加える可能性
を心に留めておくべきことが決定された。その間，個々のメンバーと各加
盟企業が労使関係の分野ですでに苦労している他の組織に与える支援と個
人的な関心を増やすべきことは賛同されていた。かなりの程度でこの勧告
は実行に移された。
社会保障
1936年末に，社会保障局 (SocialSecurity Board)は35の州とコロンビ
ア特別区で失業補償法がすでに承認されていたことを示す報告書を公表し
た。これらの州法の大部分は1936年に施行され，年末にかけていくつかの
州議会では使用者によって支払われる失業補償税 (unemployment com-
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pensation taxes)の返済を確実化するのに間に合う法令集に向けた熱心な
取り組みが見られた。そのことで，社会保障法の 1 つの目的一―—各州で失
業補償法 (unemploymentcompensation laws)を通過させようとした一
ーは，完成にかなり近づいていた。
しかしながら，社会保険と関係した1936年の活動の大部分は，連邦法の
老齢年金条項とかかわっていた。社会保障局では，スタッフとアドバイザ
がー， 1937年1月1日から始まる支払給与税 {payrolltax, 社会保障のた
めの目的税で，従業員に対して支払われた賃金・給与総額を基準に使用者
に対して課税される一注，伊藤｝の申告に間に合うよう2,500万人以上の雇
用された人々を登録し，番号をつけるという途方もない仕事に直面した。
この取り組みは何人かの人々が既に予想していたよりはうまく運んでい
た。社会保障局が必要とする情報を，誤解，疑念あるいは他の原因で未だ
提供していない人々もいたが， 1936年末までに大多数の使用者と従業員は
すでに登録されていた。
1936年の活動において，社会保障局は使用者から高いレベルの有効性を
与えられていた。連邦法の正当性に関してはいくつかの問題があり，すで
に係争中の訴訟が連邦最高裁判所による最終判決を予想させたけれども，
実業家たちは全体として社会保険の原則には好意的であった。彼らの多く
が諮問委員会やその他のサービスを通して社会保障局を積極的に支援して
いる。
1935年度の年次報告書で言及されていた社会保障法の要請に対して私的
な制度を採用する際の使用者の問題は，その解決に向かってかなりの前進
が見られていたが， 1936年にはまだ全面的に明確にはなっていなかった。
これらの問題は特に老年年金に関連している。何人かの革新的な使用者が，
法律で規定された年齢を超えた高齢従業員に対する条項なしで，特により
高い収入を得ているクラスの従業員を辞めさせることをいとわなくなっ
た。他方，そう多くない企業では連邦老齢年金基金への拠出金に加えて，
満額の年金を支払う道義的な義務あるいは財務的な能力を意識しなくなっ
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た。昨年，産業界の考え方に見られた傾向は，法律の年金条項を補足する
ものとして私的な制度の継続・採用という方向性を強くもっていた。この
目的を達成するための様々な方法が採用され， どの特定の型の制度を選択
するかがその後の企業の関心となった。
社会保険に関する 1つの気がかりな要索は，いくつかの州議会が老齢年
金向けて出資した金額に対して，財産税 (personalproperty taxes)を徴
収するという最近の傾向である。この点は，ペンシルヴェニア州の最近の
租税法で実施されている。歳入を増やすことに加えて，その目的は富裕な
人々が巨額の年金を購入すること，それによって投資された金額に対する
課税から逃げるのを阻止することにあるように思える。しかしながら，ペ
ンシルヴェニア州法は， もし年金額が既に規定された最小限度を超えるな
ら，企業年金受給者に影響することになる。もしこの課税方式が一般化さ
れるなら，使用者が生命保険会社から購入するか，あるいは使用者によっ
て支払われた年金の価値を減らす可能性を大いにもつことになる。
利潤分配制
利潤分配制への関心が異常なほどに復活したことが1936年の産業界の考
え方を特徴づけている。特別協議委員会に加盟している企業を含めて，い
くつかの大企業が新しい利潤分配制度あるいは改訂された利潤分配制度を
公表した。比較的規模の小さい使用者の多くが同じような行動をとった。
さらに，特に1936年末にかけて，前例のないボーナスの分配がみられた。
これら様々な支払形態を通して，アメリカの賃金労働者と給与制従業員は，
彼らの通常の報酬に加えて何百万ドルもの金額を受け取り，その大部分は
その直後に小売り業で見られた購買力のうねりとなった。
この利潤分配制への復活した関心は，現在の経営情勢，政治的・社会的
な思想と密接に関連づけられた多くの動機があった。多分これらの動機を
直接的にかり立てたものは， 1936年の産業がここ 6-7年間で初めて従業
員に支払える相当額の利潤を得ていたという事実にその起源を求めること
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ができる。
利潤分配制の根底にある議論は，一部には倫理観と，また別の部分では
経営管理と，そしてある部分ではご都合主義と関係していた。何人かの使
用者と多くの社会哲学者は，賃金労働者がその通常の報酬に加えて使用者
の経営上の利潤に対し権利として配分に参加できると信じていた。他の利
潤分配制の唱道者は，それが節約，能率と忠誠を促進し， したがって費用
に値するだけの価値はもっていると主張している。また，他の唱道者たち
は，政治上，社会上，そして労働者の思考における最近の展開を指摘し，
富の分割 (wealthsharing) という急進的な唱道者の攻撃に対してアメリ
カの経済システムを守る手段として利潤分配制を支持している。
特別協議委員会は，それが組織された時から利潤分配制や他の形態での
追加的な報酬に注目してきた。 1920年7月15日付けの加盟企業への報告書
で，特別協議委員会は利潤分配制と利潤配分制を論じ，後者は，実際の利
潤とは厳密な関係をもつ必要のない企業の収益から支払われるものを指す
ものとして使われた。当時の原則要綱 (Statementof Conclusions)では，
一般に，「ストレートな」利潤分配制に批判的であったが，利潤配分制の他
の方法ば慎重に承認していたのであった。
この報告書の準備に続く数年間に，利潤分配制はそれまでアメリカの産
業界で受けていた支持の多くを失い， 1920年と1929年に始まった 2つの不
況期には運営されている制度数でかなりの下落を見ている。しかしながら，
特別協議委員会はこの問題を見失うことなく，それが再び重要になった暁
には，いつでも積極的な論議に向けてそれを取り上げられる準備をしてい
た。過去2年間に，利潤分配制が特別協議委員会の会合において取り上げ
られ，特に加盟企業の制度に関しては頻繁に論議されていた。
1936年夏に，事務局長は多くの企業における利潤分配制の実態に関する
調査を行い，従業員への余分の支払についての考え方とその実際上の効果
を包括的に扱った報告書を準備している。部分的にはこの報告書に碁づい
て，特別協議委員会の利潤分配制がもつメリットに関する結論は，以下の
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l 株主がその投資に関して適正な割合を受け取るまでは，利潤の分け前
が当然の権利として賃金労働者に帰属するという主張に正当性はない。
2 特定の企業にとって，能率，忠誠心，節約を促進する方法あるいは倹
約を奨励する方法としての利潤分配制への期待は実験的な問題であり，
その企業を取り巻く状況と経営者の目的に大いに依存している。
3 産業界全体とアメリカの経済的・社会的なシステムの見地からは，現
在の政治的な諸傾向と資本主義に対する攻撃に十分配慮した上で，利潤
分配制は偏見がない研究と徹底的な検討に値するものである。
4 利潤分配制は，一般従業員がそこに参加した時，賃金とは別のもので，
それから独立したものでなくてはならない。すなわち，賃金と給料のレ
ートは，利潤分配制の有無にかかわらず，職務に対する公正なレベルに
おいて維持されるべきである。
雇用と賃金
1936年の賃金レートも1933年に始まった上昇傾向を引き継いでいた。労
働時間は急激に減少していたけれども，多くの企業における週当たりの所
得は， ドル換算では1929年よりも高かった。産業界全体では，週当たりの
実質賃金一―—すなわち，購買力の観点から見た賃金—は，少なくとも不
況が始まる直前よりも高かった。いくつかの最近の賃金協約は，生活費の
上昇あるいは下落に対応するための将来の再調整に関する明確な条項を含
んでいる。そのような条項の見識の高さにもかかわらず一―—この点にこそ
企業経営者の間に鋭い意見の相違がある—，現在の生活費の上昇傾向が
継続すれば，労働者が賃金レートでそれ以上の上昇を要求し，それを受け
取ることには疑いの余地はない。このような状況は，通貨あるいは信用に
おけるかなりのインフレーションという極端な段階にまで至るであろう。
経済の歴史は，インフレーション下での現金による賃金 (moneywages) 
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が，通常それが生活費と歩調をあわさないことから，信じがたい高さに達
っしかねないことを教えてくれている。
失業している労働者を産業界が吸収することでは，本年中により一層の
前進が見られた。信頼できる統計値はないが，本年の初めから見れば数百
万人以上の人々が本年の終わりに企業で雇用されていたことは明白であ
る。これは，主に経営情勢の改善と多くの産業が引き続き不況から立ち直
ってきたためであった。もしこの順調な回復が続くなら，ほどなく現在失
業中の人々で雇用されるのにふさわしい者が仕事に就くであろうことが期
待できる。
しかしながら，失業の終焉に対するこの楽観的な見方に対して，いくつ
かの誤った経済理論は次のように主張している。その 1つは，再雇用が労
働時間の短縮によって数字上影響を受けるという考え方である。この理論
の提唱者は，費用，物価，そして消費者需要の間の基本的な関係を無視し
ており，さらに製品がそれに対して一般大衆が支払い，かつ支払ってもい
い価格の範囲内でのみ労働者は雇用されるという事実を見落としている。
最近の報告書でブルッキングス研究所{Brookings Institution, 1927年に
設立された首都ワシントンにある民間研究機関。政治・経済・ 外交政策な
どに関する研究・教育を行っている一注，伊藤｝は，州当たりの労働時間
のこれまで以上の短縮から期待される結果について以下のコメントを行っ
ている。
「コストの急激な上昇は，効率性と無関係な場合，全体としての経済システム運営
への深刻な影響を伴った製品価格の急速な上昇，あるいは失業者数の必然的な増加を
伴うことから，経営活動を非常に不安にするといった影響を結果として生じることは
確かであろう。」
労働時間だけでなく，概して労務費 (laborcosts) という問題全般に関
して，何人かの現代の経済学者と時事評論家の議論は綿密な考査には絶え
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られないであろう。これらの議論の多くは，繁栄は購買力に依存すること，
そして購買力がまず第1に経済のピラミッドの最下層で供給されるぺきで
ある，という命題から始める。この推論から必然的にもたらされる誤りは，
増大した労務費が労働者の解雇に影響を与える直接的な誘因として機能す
るという事実を考慮に入れていないことにある。高い賃金と短い労働時間
は，もし経済的でない範囲で採用されるなら，労働者を雇うことよりも機
械を設備する方がより安くすむことから，失業者数を増やす可能性が高い。
何人かの経済学者は，この点はかなりの労働力過剰が企業活動の極端な加
速を伴った1920年代の後半にも発生したと信じている。
団体交渉
ハーヴェスターの事件では，全国労働関係委員会は自身の団体交渉にか
かわる選択を従業員の選択の代わりとしたように思われる。ハーヴェスタ
ーと大多数の従業員を代表する者との双方によって法廷で争われているこ
の事件の判決によって，同社はそのもとで従業員と経営者の双方がともに
満足できる条件をめざして交渉していたフォート・ウェイン工場での工場
協議会制度を解体することを命じられた。その代わりとなる方法は提案さ
れていない。その判決で，全国労働関係委員会は，聴聞会 (hearing)当時
において苦情を申し立てた組合にはわずか100人程度の組合員しかいなか
ったと述ぺていた。当時，同工場では約3,600人の従業員が働いていた。も
し，ハーヴェスターがその活動の合法性について疑問の余地のある従業員
代表制度を解体するべきであるとされれば，従業員は団体交渉に向けた機
構がない状態で放置されることになろう。
フォート・ウェイン工場事件での判決は，従業員代表制に反対すべく苦
労して準備された陳述である。ハーヴェスターが，全社的に不当労働行為
で非難されていない点を指摘しておくことは重要である。組合員に対する
差別の告発，代表選挙での干渉に対する告発，そして労働条件に対する批
判はなかった。それどころか，まさしく従業員代表への「統治(dominance)」
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という結論は，主に労働条件がそれに関する争いや意見の対立がないほど
相互に満足のゆく基盤の上で保持されていたという調査結果と，従業員代
表が同社と交渉する際に戦闘的な方法を採用する理由がなかったという調
査結果にほとんど基づいているように思われる。全国労働関係委員会の証
拠物件および以前の判決の観点からは，ハーヴェスターは同社が工場協議
会の費用を支払っていたことから全国労働関係法の純原理上の違反である
と見なされ， したがってそこでのやり方の中止を命じられると思われてい
た。ところが，全国労働関係委員会は有罪判決に向けてかなりの違法行為
容疑のリストを採択したのであって，その多くは従業員代表制を運営する
際には特に信頼できると見なされてきた慣行であった。もし製造企業に対
してこの種の判決を強制する全国労働関係委員会の権威が連邦最高裁判所
によって支持されるとすれば，現在の形態での従業員代表制の解体を邪魔
するものは何もないように思える。
全国労働関係法によって典型化された種類の連邦法を補足することで，
労働者に影響する朴l法の脅威が出現している。いくつかの州議会では，「州
向けのワグナー法案 (stateWagner bils)」がすでに紹介され， さらに多
くの州では本年度の会期中に出現することが期待されている。これらの上
程された法律は，連邦法よりも裁判所の精査に耐えるいくらかより良い機
会をもっていることから，産業界および使用者と従業員との間の平和な関
係にとっては別の脅威となっている。
本年度中に全国労働関係委員会の監視下で開催された選挙のなかで，カ
ムデンにあるラジオ・コーポレーション・オプ・アメリカ社 (RadioCorpo-
ration of America, 以下RCA)の工場とGEのスケネクタディ工場にお
いて実施された選挙が最も注目すべきものであった。これら両選挙で統一
電機・ラジオ労働組合 (UnitedElectrical and Radio Workers'Union) 
が勝者であると宣言された。カムデンでは，互いに競争しあっている従業
員組織が投票を、思いとどまったことで，結果として組合が有資格従業員の
過半数に満たない得票しかとれなかった。それにもかかわらず，全国労働
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関係委員会は組合が排他的交渉機関 (exclusivebargaining agency)であ
ると認証したのである。
スケネクタディ工場では，選挙は労働者評議会 (WorkersCouncil) と
経営側の同意のもとで開催された {WorkersCouncilを労働者評議会と訳
すことについては，関日定ー「GEスケネクタディにおける事業所評議会
の形成」（平尾他編『アメリカ大企業と労働者』北海道大学図書刊行会， 1998
年）を参照のこと｝。実質的にはほとんどすべての有資格従業員が参加し，
結果はおよそ 5対 4の得票で組合が勝利した。この選挙は工場内で開催さ
れ，公正に行われた，そして結果は関係した全員から快く受け入れられた。
それは，おそらく競争関係にある組織間の解決策としては労働関係委員会
の選挙を通じた最も称賛に値する事例である。それにもかかわらず，その
結果は従業員の多数派が既に確立されている団体交渉機関において代表を
務められないということを意味したのである。
最近の新聞記事は，これまで数力月間に全国労働関係委員会によって開
催された選挙において，組合に賛同する気分が幾分低下したことを指摘し
ている。その記事は，本年5月から年末にかけて開催された25の選挙で，
組合は1933年 8月から1934年 7月までの選挙における69.4%と比較して，
58.1%で勝利したにすぎなかった， と述べている。 1934年 7月からワグナ
一法施行までの割合は60.8%で，現在の労働関係委員会の設置から1936年
5月の間までは65%であった。
1936年 5月以降の数字は，一部はカムデンの RCAの工場における大い
に疑わしい選挙結果を含んでいないことから，若干の修正を必要とする。
しかしながら，全国労働関係委員会の選挙で組合にとって有利な政治的，
社会的，そして心理的な全要因にもかかわらず，組合が賃金労働者の支持
を集めることにおいて一般に想定されているよりもはるかに少数しか成功
しなかったことは明らかであった。この事実は，ほとんどすべての事例に
おいて，選挙が組合の要請に基づいて開催され，そしてその要請が組合が
過半数の得票を得ることができると考えた工場において開催された選挙の
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場合には一層重要な問題となった。
1936年の産業別労働組合委員会 (Committeefor Industrial Organiza-
tion)の活動は，その詳細な解説がここでは無用であるほど完全な形で公に
された。有能だが無慈悲で，芝居がかったリーダーに率いられたこの産業
別労働組合委員会は，鉄鋼，電機，自動車，ゴム，石油を含む主要な大量
生産型産業のいくつかで従業員を組織化するという活動に取り組んでい
た。これまでのところ，産業別労働組合委員会の活動は，アメリカ労働総
同盟内の党派分割によって，阻害されるよりもどちらかというと強化され
ていた。その結果，産業別労働組合委員会系の組合の大部分はその親組織
(parent body)から疑いの目で見られていた。
従業員の協力を組合員として獲得する取り組みのなかで，産業別労働組
合委員会の組織は入会費と組合費の一時的な免除を含む様々な手段を採用
した。時には，嫌疑が生じるのを避けるために巧みに言葉を選んでいるが，
それは使用者と交渉する際に実際上組合に対し代理人としての力を与える
申込書に署名するよう従業員に求めていた。
産業別労働組合委員会の野心は，経済的であると同時に政治的でもあっ
た。そのリーダーの何人かは労働者無党派同盟 (Labor's Non-Partisan 
League)や1936年のニューヨーク州選挙に参加したアメリカ労働党
(American Labor Party)に所属していた。その活動の背後には，現存
する主要な政党の 1つの組織を補足することか両政党と競争する新しい政
党を設立することによって，政治上の支配的な地位に組合労働者を就かせ
るという意図的な目的があるようにも思われる。
団体交渉の現場での1936年の出来事は，アメリカにおける工業と商業関
係の従業員の組織化を強制するという決定的な推進力が進行中であること
を以前よりもはるかに明確にした。この運動の遂行に向けて，労働者のリ
ーダーと何人かの連邦政府の役人が力を合わせた。それは，激しい組織化
のための取り組み，反使用者的な宣伝，そして意図的に剌激された階級意
識を通して行われている。過去2年間に見られたストライキは，特に「座
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り込み (sit-down)」, 「スロー・ダウン (slow-down)」，大衆ピケ，「移動
部隊 (flyingsquadrons)」による脅迫， といった新しい戦術の採用が増加
していることによって特徴づけられている。これらの方法は，特に政府の
権威者が法と秩序を維持することをためらう時には，それを迎え撃つこと
が非常に難しい。これらの問題を最もうまく解決する方法は，フェアな使
用者に好都合な興奮した一般大衆の感情，特にその使用者が雇用する従業
員の感情にある。したがって，労使関係とパブリック・リレーションズで
の健全な政策は，これまでよりも重要である。
組合労働者を組織する方法の背後には，政府のサポート，特に全国労働
関係委員会を通した注目すべき方策がある。組合の取り組みは，使用者に
対してだけではなく，たまたま特定の組合に加入しないことを選択した賃
金労働者に対しても向けられている。こういった事態にうまく対処するた
め，使用者は従業員が自由に選んだ機関を通した正真正銘の団体交渉とと
もに，公正で革新的な労働政策をもっていなくてはならない。それから，
長い目で見れば頼れるかも知れないアメリカ労働者がもつ固有の良識は，
彼が福祉に関じをもっていない情報源からの売り込みからどうすれば自分
を最もうまく守ってくれるかを決定するであろう。もしこれら 2つの要索
のどちらかが欠けておれば，使用者と従業員の情況は本当に落胆するもの
となる。
その権利については不確かで，多くの新しい法律と政府の規則に当惑さ
せられている何人かの使用者は，その労働条件を従業員と通常の方法で論
じるのをためらっている。彼らは，労働者と経営者の間の最も自然なコミ
ュニケーションでさえも，強制と受け止められるかも知れないと信じ込ま
されている。これは不幸なことであり，特にそれが従業員から情報と指導
の自然で適切な源を奪い，従業員の利害あるいは彼が雇用されている企業
の利害のために必ずしも機能していない外部の影響力に主に依存したまま
にして躍くのである。使用者がその従業員に強要すべきこと，あるいは甚
だしく影響を与えるであろうことは，誰も示唆していない。しかしながら，
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従業員に使用者の知識と経験という利益を与えることは使用者の特権であ
り，その義務であり，何らかの実存しない法的な禁止事項によってそうい
ったことをしようとしない使用者はその義務に対して怠慢である。
労働関係を支配しようとする法的な取り組みの 1つの顕著な例は，ウォ
ルシュ＝ヒーリー政府契約法である。その合憲性がまだ未確定なこの法律
によって，議会は，政府に売却するためのの商品を生産している会社に対
して気まぐれで，またある点では人為的な労働条件を強制しようとした。
それにもかかわらず，ウォルシュ＝ヒーリー法は，多くの労働組合が今で
は週30時間労働を要求しているのに対し，週40時間より短い労働週を強制
しようとはしなかったのである。
パプリック・リレーションズ
1929年以降，アメリカ実業界の指導者たちは，それ以前よりもしつこく
て一層積極的な攻撃の下に置かれていた。この攻撃は， しばしば誤った情
報，時には故意に紛らわしい情報を与えていた出版物によって助長されて
いた。最も有害で，そしてしばしば同時に不正確なものは，労使関係を扱
った出版物であった。伝統的にその行動を自身で物語ることに慣れている
使用者は，これらの攻撃に直面した時には不利な立場にあった。明らかに，
過去にそうしたよりもその論拠を一般大衆の面前に提出し，納得がいくよ
うにしなければならない時代がアメリカの経営者にも訪れたのである。
特別協議委員会は，一部には経営者の機能と労使関係の間の密接な関係
のゆえに，パブリック・リレーションズの問題に長い間注目してきた。少
なくとも最近2年間の年次報告書で，広報の問題は大きく言及され，この
重要な効用のために加盟企業による細部に及ぶ提案がなされた。これらの
提案は依然として正当な根拠をもつものであって，ここで繰り返すことは
必要ないであろう。
実業界と一般大衆の間の関係において， 2つのことが使用者に要求され
ている。使用者はその政策と実践を明らかにする時には，一般大衆が賛成
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してくれる性格であるかどうかを確かめるべきであり，彼はこれらの政策
と実践が一般的に彼自身の従業員によって，さらには一般大衆からも理解
されることを確かめるべきである。パプリック・リレーションズは，ただ
政策の解釈ではなく，政策決定の機能をもつぺきである。広報担当の取締
役は，彼の組織における肩書きあるいは地位が何であっても，重要な決定
がなされた後ではなく，事前に助言を求められるべきである。
特に，労働者と関係するパプリック・リレーションズの問題に関しては，
次の提案が提示されている。
1 企業は，その労働政策がまさに批判を受けにくくないかどうかとか，
その従業員との関係が信頼と好意といった基盤の上で持続されているか
どうかといったことを明確にするべきである。
2 明確な制度は，従業員が関心をもちかつ彼らに影響するすべての企業
の政策が，第一線の監督者を含めてすべての運営にかかわる経営首脳陣
によって正確に理解され，解釈されることを保証するものになっていな
ければならない。多くの会社は，この目的のために監督スタッフと定期
的な会合を開催することが賢明であることを見出している。
3 上級幹部 (rankingexecutives)が労働者と直接的な関係を保ちなが
ら，工場で彼らの時間の多くを適切な方法で使う。彼らは市民や他の組
織の前で話をする招待も受け入れるべきである。
4 企業は新聞記者に近づくべきであって，マスコミとの間に友好的で協
力的な関係を持続しようとするぺきである。企業サイドの見解を含む労
働争議を扱ったニュースは，自由かつ迅速に利用可能とされるべきであ
る。
5 経営者と従業員との間の情報の継続的な交換のための満足のゆく方法
が実現されるべきである。これは個人的接触，印刷された刊行物，工場
の雑誌あるいは新聞，そして団体交渉機構が存在しているとすればそれ
を通してなされるかも知れない。従業員への情報の伝達が，脅し，強制，
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あるいは意見の意図的な支配といった要索をもたずになされているかど
うかを厳重に警戒するべきである。
最近の出来事は，パプリック・リレーションズと労使関係の相互依存性
の前では，ある程度まで何もなされるべきでないことを強調している。
この関係は主に 2つの状況のせいである。第一の状況は，従業員に経営
者側の政策を説明する必要性で，それは時には外部の一般大衆に知らせ
るのに使われる方法と非常に似た方法でなされている。そして第二の状
況は，使用者によって受け取られた好意的な広報や不都合な広報という
両方の多くが，労使関係と関係しているという事実である。パブリック・
リレーションズに責任のある幹部が労働者の問題さらに人事管理の問題
を理解するべきであり，一方労使関係担当の取締役が広報の方法に精通
すべきことも重要である。このパプリック・リレーションズと労使関係
の相互依存関係は，両者の機能に対して責任をもつ 1つの部門，あるい
は経営幹部を濫くことによって，いくつかの企業では認識されている。
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